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Ⅰ　処遇改善等加算の目的・対象等
（目的）
教育・保育の提供に従事する人材の確保及び資質の向上のため、特定教育・保育等に通常要する費用の額を勘案して定める基準額（以下「公定価格」という。）において、職員の平均経験年数の上昇に応じた昇給に要する費用（処遇改善等加算Ⅰ（以下「加算Ⅰ」という。）の基礎分）、職員の賃金の改善やキャリアパスの構築の取組に要する費用（加算Ⅰの賃金改善要件分）及び職員の技能・経験の向上に応じた追加的な賃金の改善に要する費用（処遇改善等加算Ⅱ（以下「加算Ⅱ」という。））を確保することにより、賃金体系の改善を通じて「長く働くことができる」職場環境を構築し、もって質の高い教育・保育の安定的な供給に資するものとすること。
（加算対象施設・事業所）
都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ。）以外の者が運営する特定教育・保育施設（都道府県及び市町村以外の者が設置するものに限る。）及び特定地域型保育事業所の全てを対象とすること。
（加算額に係る使途）
加算Ⅰの基礎分に係る加算額は、職員（非常勤職員及び法人の役員等を兼務している職員を含む。以下同じ。）の賃金（退職金及び法人の役員等としての報酬を除く。以下同じ。）の勤続年数等を基準として行う昇給等に適切に充てること。

加算Ⅰの賃金改善要件分及び加算Ⅱに係る加算額は、その全額を職員の賃金の改善に確実に充てること。また、当該改善の前提として、国家公務員の給与改定に伴う公定価格における人件費の増額改定分に係る支給額についても、同様であること。
（賃金の改善の方法）

　　処遇改善等加算による賃金の改善に当たっては、上記の目的に鑑み、その方針をあらかじめ職員に周知し、改善を行う賃金の項目以外の賃金の項目（業績等に応じて変動するものを除く。）の水準を低下させないことを前提に行うとともに、対象者や額が恣意的に偏ることなく、改善が必要な職種の職員に対して重点的に講じられるよう留意すること。

　　加算Ⅰの賃金改善要件分に係る加算額については、各施設・事業所で決定する範囲の職員に対し、基本給、手当、賞与又は一時金等のうちから改善を行う賃金の項目を特定した上で、毎月払い、一括払い等の方法により賃金の改善を行うことができ、各施設・事業所においてその名称、内訳等を明確に管理すること。なお、手当や一時金等については、基本給の引上げや定期昇給の増額等に段階的に反映していくことが望ましく、給与表や給与規程の見直しを推進すること。

　　加算Ⅱに係る加算額については、副主任保育士、専門リーダー又は中核リーダー及び職務分野別リーダー又は若手リーダーに対し、役職手当、職務手当など職位、職責又は職務内容に応じて、決まって毎月支払われる手当又は基本給により賃金の改善を行うこととし、各施設・事業所において、その名称、内訳等を明確に管理すること。

　※ 令和２年７月30日付け内閣府・文部科学省・厚生労働省連名通知「施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅰ及び処遇改善等加算Ⅱについて」からの抜粋です。
Ⅱ　加算Ⅰの概要

　　　加算Ⅰは、職員の平均経験年数を踏まえた賃金改善やキャリアアップの取組に応じた加算率を基に加算します。
①基礎分（2～12％）は、全ての施設・事業所が対象となり、②賃金改善要件分（6～7％）は、この加算率で計算された賃金改善要件分の加算見込額の同額以上の賃金改善計画を作成し、実際に職員の賃金改善に使用する必要があります。
また、賃金改善要件分のうちの③キャリアパス要件分については、施設・事業所のキャリアアップの取組等（役職や職務内容に応じた賃金体系の設定、資質向上のための計画策定、計画に係る研修の実施や研修の機会確保）の実施又は加算Ⅱの実施で判定する該当の適否により、否の場合には賃金改善要件分のうち２％を減算します。
＜加算率のイメージ＞
[image: image2.emf]（注） （注）
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Ⅲ　加算Ⅰに係る申請書類の記入上の留意点
◆別紙様式１　加算率等認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）
１　設置者
法人名、代表者職・氏名を記入してください。

※　園名、園長名ではありません。
※　令和3年度様式から、理事長印の押印は不要となりました。
２（１）加算率
加算Ⅰの加算率区分は次のとおりです。加算率は、①基礎分を②賃金改善要件分の値を合計した値になります。

ア　①基礎分は、「（３）職員１人当たりの平均経験年数の算定」を記入すると、加算率が算出されます。

　イ　②賃金改善要件分は、平均経験年数が11年以上の場合は「７」、11年未満の場合は「６」を記入してください。ただし、③キャリアパス要件が「否」の場合は、それぞれ２％を減じた値としてください。
ウ　③キャリアパス要件は、加算Ⅱを受ける場合は「加算Ⅱ」を選択してください。
加算Ⅱを受けないが、要件に該当する場合は「適」を選択してください。「適」を選択した場合で、新たに要件に該当する場合、又は前年度から取組内容に変更がある場合は、別紙様式２「キャリアパス要件届出書」も提出してください。
加算Ⅱを受けず、要件にも該当しない場合は「否」を選択してください。その場合、②賃金改善要件分の値は２％減じた値としてください。
　　　　※前年度以前から処遇改善等加算Ⅱを受けている場合は、別紙様式２「キャリアパス要件届出書」の提出は不要です。
＜加算率区分表＞
	職員１人当たりの

平均経験年数
	加算率

	
	基礎分
	

	
	
	賃金改善

要件分
	うちキャリア
パス要件分

	11年以上
	
	12％
	7％
	2％

	10年以上
	11年未満
	12％
	6％
	

	9年以上
	10年未満
	11％
	
	

	8年以上
	9年未満
	10％
	
	

	7年以上
	8年未満
	9％
	
	

	6年以上
	7年未満
	8％
	
	

	5年以上
	6年未満
	7％
	
	

	4年以上
	5年未満
	6％
	
	

	3年以上
	4年未満
	5％
	
	

	2年以上
	3年未満
	4％
	
	

	1年以上
	2年未満
	3％
	
	

	1年未満
	
	2％
	
	


３　（２）加算Ⅰ新規事由の状況（賃金改善要件分を受ける場合）

　　賃金改善要件分を受ける場合で、具体的な状況欄のいずれかに該当する場合は、該当するものに「○」を記入し、加算Ⅰ新規事由欄は「あり」を選択してください。具体的状況欄のいずれかにも該当しない場合は、加算Ⅰ新規事由欄は「なし」を選択してください。
　　【注意】
　　前年度の加算Ⅰの加算率が18％（基礎12％、賃金改善要件分6％）から、今年度の加算率が19％（基礎12％、賃金改善要件分7％）になる場合は、賃金改善要件分のパーセンテージが上昇するため、「新規事由あり」になります。
　　逆に、前年度の加算率が19％で、今年度の加算率が18％以下になる場合については、賃金改善要件分は「上昇」してはいないため、「新規事由なし」になります。
４　（３）職員１人当たりの平均経験年数の算定
ア　氏名について、結婚等で氏名が変わって勤続年数を積算できる書類等と異なる場合は、（旧姓○○）と明記してください。
イ　現に勤務する施設・事業所の勤続年数は、令和３年４月１日時点で、その施設・事業所に勤務する全ての常勤職員及び「１日６時間以上かつ月20日以上勤務」の非常勤職員が対象です。
※　ただし、以下の職員は対象外です。
①　産休・育休・病休代替の臨時職員

②　短時間勤務（１日６時間未満又は月20日未満勤務）の職員

③　補助事業等の担当専任職員（人件費が補助事業の補助対象経費である職員）
勤務年数の計算で１か月未満の端数が生じる場合は、切り上げて１か月と計算します。
※　過去に取得した産休・育休・（有給の）病休期間及び産休・育休・病休代替臨時職員として１日６時間以上かつ月20日以上勤務した期間は算入できます（「その他の施設・事業所の通算勤続年数」も同様です。）。
ウ　その他の施設・事業所の通算勤続年数は、次の事業所に勤務した年数が対象となります。
・幼稚園・認定こども園・保育所
・家庭的保育、小規模保育、居宅訪問型保育、事業所内保育を行う事業所
・学校教育法第１条に定める学校（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校）及び同法第124条に定める専修学校
・社会福祉法第２条に定める社会福祉事業を行う施設・事業所
・児童福祉法第12条の４に定める施設（一時保護施設）
・認可外保育施設（児童福祉法第59条第１項に定める認可外保育施設のうち、地方公共団体における単独保育施策による施設（へき地保育所など）、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付された施設（企業主導型保育施設を含む。）及び幼稚園に併設された施設）
なお、過去に上記認可外保育施設で勤務した期間を「その他の施設・事業所の通算勤続年数」として算入する際に、勤務期間に「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」が交付されていない期間が含まれている場合は、交付されていた期間のみを勤続年数に算入してください。
ただし、現に勤務する施設・事業所がかつて上記認可外保育施設であって、当該施設・事業所において継続している勤務期間に「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」が交付されていない期間が含まれている場合は、その期間も含めた採用日からの期間を「現に勤務する施設・事業所の勤続年数」に算入することができます。
・教育・保育施設又は地域型保育事業に移行した施設・事業所であって移行前の認可外保育施設として運営していた施設（移行前から継続して勤務している職員の勤続年数に限り対象）
・医療法に定める病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院及び助産所（保健師、看護師又は准看護師に限る。）
※　常勤及び非常勤（１日６時間以上かつ月20日以上）であり、平成10年３月31日以前の勤務では、賃金が月額で決定され、支給されていたことが条件です。
※　その他の施設・事業所の通算勤続年数に加える場合は、その他の施設等の設置者が証明した「教育・保育施設、社会福祉施設等勤務証明書」を添付してください。

エ　その職種の資格取得年月日は、本人から申し出のあった資格証明書にある資格取得日を記入してください。
保育士については、次のことに注意してください。
※　「保育士試験全科目合格」又は「指定保育士養成施設を卒業」が、

平成15年11月29日（児童福祉法改正）以降…「保育士証の登録年月日」

上記以前…「保母資格取得年月日」　を記入してください。

※　児童福祉法改正以降、保育士として働くには必ず保育士登録をしておく必要がありますので、ご留意願います。

オ　産休・育休・（有給で）病休中の方は、別紙様式４別添１の備考欄にその旨を入力してください。予定している期間も入力して下さい。
　　例：育休（R2.9-R3.8）など
カ　補助事業（延長保育・一時預かり・地域子育て支援拠点・病児病後児等）担当職員について
(ｱ) 上記事業における専任の担当職員（補助対象経費に人件費を算入）は対象外とします。

(ｲ) 通常保育と兼任の場合は、通常保育のみで「１日６時間以上かつ月20日以上勤務」を満たしていれば対象とします。別紙様式４別添１の備考欄に「補助事業兼任」と記入してください。
(ｳ) 上記(ｲ)の場合、過去の勤続年数については、「１日６時間以上かつ月20日以上勤務」で上記事業の専任担当だった期間も対象とします。
(ｴ) 上記事業以外の専任担当についても、通常保育と切り分けられない場合（シフト表等で分けられていない場合）は対象外とします。通常保育と時間等分かれている場合は、通常保育のみで「１日６時間以上かつ月20日以上勤務」を満たしている場合を対象とします。

ク　４月１日採用職員について
(ｱ) 過去に、上記ウに列記した施設等における勤務経験がない新規採用職員は、「現に勤務する施設・事業所の勤続年数」を「０か月」とします。
(ｲ) 過去に、上記ウに列記した施設等における勤務経験があれば、その期間を「その他の施設・事業所の通算勤続年数」に加え、４月１日分を「現に勤務する施設・事業所の勤続年数」に「１か月」として算定します（「１日６時間以上かつ月20日以上勤務」を満たしていることが前提です）。

	例：他の社会福祉施設等で３年３月末まで勤務　→　現施設に３年４月１日に転勤

現施設で２年12月末まで勤務　　　　　　 →　現施設に３年４月１日に再就職


(ｳ) (ｲ)の場合、勤務年数において、１か月未満の端数が生じる場合は、切り上げて１か月と計算します。
ケ　勤務年数の計算で、月数の計算においては10進法で行わないよう注意してください。

（例：25か月ではなく、２年１か月とします。）

	職員１人当たりの平均勤続年数（Ｃ＝Ｂ÷Ａ）計算例

55年3月÷9人

　　 ＝｛（55年×12月＋3月）÷12月｝÷9人（月を年に換算）

　　 ＝6.1年

　　 ＝6年（小数点以下は四捨五入）


※　１人あたり平均勤続年数の算定は、当該年度の４月１日現在において行い、年度途中においてその職員の異動があっても適用の変更は行いません。

　　　 ※　平均勤続年数は、自動計算されます。
◆別紙様式２　キャリアパス要件届出書

１　加算Ⅱを受ける場合は、提出は不要です。逆に、加算Ⅱを取得していない場合は、提出が必要です。
２　キャリアパス要件に該当するには、表中の要件を満たすことが必要です。①の規程等が要件を満たすものであるかについては、施設や職員の規模を考慮して柔軟に判断してください。規程等は提出の必要はありませんが、必ず施設・事業所に備え付け、職員へ周知してください。

３　②の資質向上のための具体的な計画は、１部提出してください（様式は自由）。

◆別紙様式４　賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）
１　賃金改善要件分の適用条件
賃金改善要件分の適用については、基準年度と比較して職員の賃金が改善されるよう具体的な賃金改善計画を作成し、職員に対して内容を周知するとともに、改善後に実績報告を行うことが条件になります。
　　なお、賃金改善要件分の申請を行わない場合は、「賃金改善計画書」及び「キャリアパス要件届出書」の提出は不要です。
２　（１）加算見込額

ア　③加算Ⅰ新規事由に係る加算率は、次のとおりです。

(ｱ) 別紙様式１（２）の具体的な状況欄の（ａ）の場合
　　賃金改善要件分に係る加算率について加算当年度の割合から基準年度の割合を減じて得た割合

　　例えば、賃金改善要件分を加算当年度から加算前年度に比して１％引き上げる公定価格の改定が行われた場合は１％、キャリアパス要件を新たに充足した場合は２％、両事例に該当する場合はその合計値の３％です。

(ｲ) 別紙様式１（２）の具体的な状況欄の（ｂ－１）又は（ｂ－２）の場合

　　適用を受けようとする賃金改善要件分に係る加算率
※　基準年度は次のとおりです。
・別紙様式１（２）の具体的な状況欄の（ａ）の場合：原則、加算前年度
・同欄の（ｂ－１）の場合：加算Ⅰを受けた直近の年度
・同欄の（ｂ－２）の場合：市町に確認を受けた前年度
イ　④加算見込額は、加算見込額計算表により算定してください。
　　施設型１号と施設型2.3号、地域型保育用で分かれています。認定こども園は１号用と2.3号用を、小規模保育事業所及び事業所内保育事業所は、地域型保育用を使用してください。
　　なお、加算見込額の計算式は次のとおりです。

加算見込額＝「各年齢区分のＡ×Ｂ×Ｃ×Ｄ」の合計（千円未満切り捨て）

Ａ：加算Ⅰの単価の合計額

Ｂ：賃金改善要件分に係る加算率（％）×100
Ｃ：令和３年度における各月初日の利用子ども数（広域利用を含む。）見込みから算出した平均利用子ども数

Ｄ：12月（年度途中に確認を受けた場合は、その月から直近の３月までの月数）
※　「加算見込額計算表」の該当するシートで算出し、認定こども園は「施設型１号」と「施設型２・３号」のシートで算出した加算見込額の合計を記入してください。
　なお、合計額は「施設型２・３号」のシート下部に自動計算されています。
　　ここで算出された加算Ⅰの加算見込額は、新規事由なしの場合は、他のどこにも入力する必要はありませんが、別紙様式４別添１の資料作成に必要となりますので、必ず作成してください。
※（１）公定価格の加算状況等の各加算項目について、取得しない加算については「―」を選択してください。その場合、（３）算式による加算見込額の該当部分がグレイアウトになります。
※　「加算見込額計算表」の「処遇改善等Ⅰ加算単価」欄には、各施設等の単価表における矢印で示した処遇改善等Ⅰ加算部分「α×加算率」の「α」の値を記入してください。　
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ウ　⑤特定加算見込額は、加算見込額計算表により算定してください。

　　なお、特定加算見込額の計算式は次のとおりです。

加算見込額＝「各年齢区分のＡ×Ｂ×Ｃ×Ｄ」の合計（千円未満切り捨て）

Ａ：加算Ⅰの単価の合計額

Ｂ：加算Ⅰ新規事由に係る加算率（％）×100
※前年度18％、今年度19％になったことによる「新規事由あり」の場合は、1％分になります。算定上、賃金改善要件分を7％で計算しているはずですので、算出された加算見込額を7で割れば金額を算出できます。
Ｃ：令和２年度における各月初日の利用子ども数（広域利用を含む。）見込みから算出した平均利用子ども数

Ｄ：12月（年度途中に確認を受けた場合は、その月から直近の３月までの月数）
　※「新規事由なし」の場合は、入力不要です。
エ　⑥賃金改善実施期間については、４月から翌年３月まで（年度途中に確認を受けた場合は、その月から直近の３月まで）としてください。

なお、一時金の支払いのみであっても賃金改善実施期間は原則４月から翌年３月までの12か月となります。
３　（２）賃金改善等見込総額

⑨事業主負担増加見込総額以外は、別紙様式４別添１「賃金改善明細（職員別表）」を記入すると算出されます。

⑨事業主負担増加見込総額は、次の計算式により算定してください。

「加算前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額÷加算前年度における賃金の総額×加算当年度の賃金改善実績額」
　　　※⑨事業主負担増加見込み総額は、「新規事由なし」の場合は入力不要です。
４　※確認欄

　　加算Ⅰ新規事由がある場合は、賃金改善等見込総額が、特定加算見込額の額以上であるとこが加算の要件です。
　　加算Ⅰ新規事由がない場合は、賃金見込総額が、加算前年度の賃金水準（起点賃金水準）の額以上であることが加算の要件です。
◆別紙様式４別添１　賃金改善明細（職員別表）

１　賃金改善の対象職員
その施設に勤務する全ての常勤職員及び非常勤職員です。短時間勤務、補助事業専任担当及び法人の役員等を兼務している職員も含みます。派遣職員も、派遣元と相談の上、派遣料金の値上げ分（当該派遣職員の賃金改善額）に充てることは可能です。

２　基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金
加算当年度の職員について、雇用形態、職種、勤続年数、職責等が加算当年度と同等の条件の下で、基準年度に適用されていた賃金の算定方法により算定された賃金を記入してください。例えば、加算当年度に前年度から継続して勤務する職員については、単に前年度に支払った賃金ではなく、短時間勤務から常勤への変更、補助者から保育士への変更、勤続年数の伸び、役職の昇格、職務分担の増加（重点的に改善していた職員の退職に伴うものなど）等を考慮し、加算当年度における条件と同等の条件の下で算定する必要があります。
基準年度以降の採用者は、基準年度に適用した算定ルールを採用者に適用して算定してください。基準年度に存在しなかった施設・事業所においては、当初予定していた就業規則等で算定してください。

３　人件費の改定状況部分⑤
基準翌年度から加算当年度までの公定価格における人件費の改定分に対する状況です。総額は次の算式により算定してください。

公定価格における人件費改定分（総額）＝「各年齢区分のＡ×Ｂ×Ｃ×Ｄ」の合計

Ａ：加算当年度の加算Ⅰの単価の合計額

Ｂ：基準翌年度から加算当年度までの人件費の改定分に係る改定率（％）×100
Ｃ：令和３年度における各月初日の利用子ども数（広域利用を含む。）見込みから算出した平均利用子ども数

Ｄ：12月（年度途中に確認を受けた場合は、その月から直近の３月までの月数）
なお、基準年度が加算前年度で加算当年度の公定価格の改定がなされていない場合は、０円となります。

４　賃金改善を行う場合の支払賃金
退職手当を除く、基本給、手当、賞与又は一時金とし、それぞれ法定福利費等の事業主負担額は除いて記入してください。
※　賃金改善を実施する職員の範囲や賃金改善の具体的な内容（基本給のベースアップや手当、一時金、賞与等への上乗せなど。加算Ⅰ・Ⅱの金額も含みます）については、各施設・事業所の実情に応じて決定してください。通常の定期昇給には基礎分を充当することになっており、原則、賃金改善要件分には含まれません。
※　必ずしも全職員に対して同額の賃金引き上げを行う必要はなく、一部の職員のみを対象とすることや、勤続年数などにより改善額に差を設けて実施することも可能です。（恣意的にならないこと）
◆その他の注意事項

１　加算率認定申請書に記載した職員については、採用に関する書類、「教育・保育施設、社会福祉施設等勤務証明書」など職歴等経験年数を証明する書類、履歴書、雇用契約書の写し等（非常勤職員）、勤続年数を積算できる書類を市町に提出し、確認を受けてください。 
なお、前年度に加算Ⅰの加算率認定を受けた施設・事業所においては、前年度申請書に記載のあった職員分の書類は提出不要です。ただし、記載があっても過去の勤続年数を新たに加える場合や職種の変更、記載誤りがあった場合は、上記の書類を提出してください。

※　「教育・保育施設、社会福祉施設等勤務証明書」の記入上の注意事項は次のとおりです。

　・氏名は現在のものを記入してください。姓が変更になった場合は、（旧姓：○○）と記入してください。

　・公立の保育所や同一法人（設置者が同じ）の場合、１枚にまとめて証明していただいて構いません（ただし、施設・事業所ごとに勤務期間を分けて記入していること。）。
　・施設が廃止されたなど、証明書の提出が困難な場合は、本人からの「履歴書」と「勤務したことがわかる書類（給与明細、源泉徴収票、辞令、雇用通知書、雇用保険関係書類、年金加入記録など）の写し」を提出してください。
◎　例えば令和2年4月に着任した職員の前職を含めた勤務年数が12年である場合は、その期間を証明できるだけの書類は必要、ということになります
※　新規採用者及び前年度中途採用者等などで、現に勤務する施設・事業所の前に、加算の算定に関係する勤務経験がある場合には、履歴書を提出してください。履歴書の記入上の注意事項は次のとおりです。

・「事業所名及び役職」欄には、副園長・施設長・主幹教諭・主任保育士など、「職種」欄には、教諭・保育士・調理員等及び常勤・非常勤職員等の別も併せて記入してください。

・この様式の記載事項（在職年月数は除く。）を備えた別の様式で提出しても差し支えありません。

・処遇改善等加算の算定に関係ない職場での勤務経験は、記載不要です。
　（前職が製造業勤務など）
２　職員が派遣会社から派遣されている場合（１日６時間以上かつ月20日以上勤務）も対象職員として算入してください。ただし、職員は通常、派遣会社と雇用契約を結んでいるため、添付書類は、園と派遣会社の関係がわかるものと派遣会社と職員の関係がわかるものが必要になります（例えば、園と派遣会社の委託契約書（写）と、派遣会社が個人に派遣を指示する書類（写）等）。
同様に、給食業務を委託しており、派遣会社所属の調理員が調理を行っている場合も対象職員として算入してください。
３　複数の施設・事業所を運営する事業者は、施設・事業所間で賃金改善の配分調整を行うことができます。その場合は、別紙様式４別添２「同一事業者における拠出見込額・受入見込額一覧表」も提出してください。
　　なお、保育所・認定こども園の分園は、本園と同一施設として取り扱います。

４　年度終了後は速やかに市町に対して別紙様式５「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）」を提出するとともに、関係帳簿や証拠書類を５年間保管する必要があります。
５　施設・事業者が処遇改善等加算の申請等において虚偽又は不正を行った事実が判明したときは、加算の全部又は一部の返還を求めることになります。
【履歴書様式】
履　　歴　　書

	市町名
	

	施設・事業所名
	


　

　　　　　　　　　　　令和　年４月１日現在

	ふりがな
	職種

	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	
	役職


	職　　歴
	年　　　月
	施設・事業所名及び役職
	職  種
	在籍年月数

	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	
	
	　　年　月

	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	
	
	　　年　月

	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	
	
	　　年　月

	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	
	
	　　年　月

	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	
	
	　　年　月

	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	
	
	　　年　月

	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	
	
	　　年　月

	
	自　　年　　月

至　　年　　月
	　
	
	　　年　月

	
	合　　　計
	　　年　月


【勤務証明書様式】
教育・保育施設、社会福祉施設等勤務証明書
氏　　名
現勤務施設等名
上記の者は、次のとおり当施設・事業所に勤務したことを証明する。

記

１．勤務期間　　
昭和　　　　　　　　　　　　　　昭和

平成　　年　　月　　日　　から　平成　　年　　月　　日までの
令和　　　　　　　　　　　　　　令和
　　　　年　　　か月間

２．職　種　　 保育士　・　教諭　・　その他（　　　　　　　　）
３．勤務形態　 常勤　・　非常勤（実労働実績　　　時間／日、　　　日／月）
４．施設・事業所の種類、名称及び所在地

①　種　類

　　②　名　称

　　③　所在地
令和　　年　　月　　日
設置者　
住　所
ＴＥＬ

代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
Ⅳ　加算Ⅱの概要

加算Ⅱは、加算対象となる職員（副主任保育士、専門リーダー、中核リーダー、職務分野別リーダー、若手リーダー又はこれらに相当する職位の発令や職務命令を受けている職員をいう。）の賃金改善を実施するための追加的な人件費を加算します。
加算Ⅱに係る加算額については、加算の目的に鑑み、確実に職員（非常勤職員及び法人の役員等を兼務している職員を含む。）の賃金改善に充てることが必要です。

◆加算見込額の計算方法
１　加算見込額の計算方法

　　人数Ａに係る加算額：加算単価×人数Ａ

　　人数Ｂに係る加算額：加算単価×人数Ｂ

※　認定こども園については、１号及び２・３号それぞれの単価に１／２ずつ加算します。

※　単価は、「特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（以下「公定価格告示」という。）」における「特定加算部分」（別表第二、第三でいう「加算部分２」）で規定されている、「処遇改善等加算Ⅱ」で示されている額です。

	施設・事業所種別
	処遇改善等加算Ⅱ-①
	処遇改善等加算Ⅱ-②

	幼稚園
	51,140 円×人数Ａ
	6,390 円×人数Ｂ

	保育所
	48,860 円×人数Ａ
	6,110 円×人数Ｂ

	認定こども園（１号認定）
	50,000 円×人数Ａ×１/２
	6,250 円×人数Ｂ×１/２

	認定こども園（２・３号認定）
	50,000 円×人数Ａ×１/２
	6,250 円×人数Ｂ×１/２

	家庭的保育事業
	48,860 円
	6,110 円

	小規模保育事業
	48,860 円×人数Ａ
	6,110 円×人数Ｂ

	事業所内保育事業（６名以上）
	48,860 円×人数Ａ
	6,110 円×人数Ｂ

	事業所内保育事業（５名以下）
	48,860 円
	6,110 円

	居宅訪問型保育事業
	48,860 円
	6,110 円


２　「人数Ａ」及び「人数Ｂ」の算定方法

　ア　「人数Ａ」及び「人数Ｂ」は、施設・事業所の種類ごとに別表の右欄により算出される人数（１人未満の端数がある場合には四捨五入）に、「人数Ａ」については１／３、「人数Ｂ」については１／５を乗じて得た人数です（これらに１人未満の端数がある場合には四捨五入。ただし、四捨五入した結果が「０」となる場合は「１」とします。）。
　イ　家庭的保育事業所、事業所内保育事業所（利用定員５人以下の事業所に限る。）及び居宅訪問型保育事業所については、「人数Ａ」及び「人数Ｂ」のいずれかを一方を「１」とし、他方を「０」とします。
　ウ　別表の右欄による算出に当たって使用する年齢別児童数は、４月時点又は各月平均の年齢別児童数、各種加算の適用状況については、４月時点における適用状況です。
　エ　年度の途中に新たに支援法による確認を受けた施設・事業者においては、支援法による確認を受けた日の属する月時点における年齢別児童数、各種加算の適用状況によります。
＜別表：「人数Ａ」及び「人数Ｂ」の算定の基礎となる職員数の計算方法＞
	施設・事業所
	「人数Ａ」及び「人数Ｂ」の算定の基礎となる職員数

	幼稚園
	以下のａ～ｊの合計に、定員35人以下又は301人以上の場合は0.4、定員36人～300人の場合は1.4を加え、ｋ・ｌの合計を減じて得た人数 
a 年齢別配置基準による職員数　次の算式による算出する数
｛４歳以上児数×1/30（小数点第 2 位以下切り捨て）｝＋｛３歳児及び満3歳児数×1/20（同）｝（小数点第1位以下四捨五入） 
※１　３歳児配置改善加算を受けている場合
　　　｛３歳児及び満３歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児及び満３歳児数×1/15（同）｝に置き換えて算出
※２　満3歳児対応加配加算を受けている場合
ⅰ）３歳児配置改善加算を受けていない場合 
｛３歳児及び満３歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児数（満３歳児を除く）×1/20（同）｝+｛満３歳児数×1/6（同）｝に置き換えて算出
ⅱ）３歳児配置改善加算を受けている場合 
｛３歳児及び満３歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児数（満３歳児を除く）×1/15（同）｝+｛満３歳児数×1/6（同）｝に置き換えて算出 
b 講師配置加算を受けている場合　0.8
c チーム保育加配加算を受けている場合　算定上の加配人数
d 通園送迎加算を受けている場合
定員150人以下の場合は0.8、151人以上の場合は1.5 
e 給食実施加算（自園調理に限る。令和２年度に限り、外部搬入を含む。）を受けている場合
定員150人以下の場合は2（外部搬入は1）、151人以上の場合は3（外部搬入は1.5）
f 主幹教諭等専任加算を受けている場合　1
g 事務職員配置加算を受けている場合　0.8
h 指導充実加配加算を受けている場合　0.8
i 事務負担対応加配加算を受けている場合　0.8
j 栄養管理加算（Ａ：配置）を受けている場合　0.5
k 副園長・教頭配置加算を受けている場合　1

l 年齢別配置基準を下回る場合　下回る人数（必要教員数－配置教員数）


	保育所
	以下のa～ｇの合計に、定員40人以下の場合は1.5、定員41人～90人の場合は2.5、定員91人～150人の場合は 2.3、定員151人以上の場合は3.3を加えて得た人数
a 年齢別配置基準による職員数　次の算式により算出する数
｛４歳以上児×1/30（小数点第２位以下切り捨て）｝＋｛３歳児数×1/20（同）｝＋｛１，２歳児数×1/6（同）｝＋｛０歳児数×1/3（同）｝（小数点第１位以下四捨五入）
※　３歳児配置改善加算を受けている場合
｛３歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児数×1/15（同）｝に置き換えて算出
b 保育標準時間認定の子どもがいる場合　1.4 
c 主任保育士専任加算を受けている場合　1
d 事務職員雇上加算を受けている場合　0.3
e 休日保育加算を受けている場合　0.5
f チーム保育推進加算を受けている場合　1

g 栄養管理加算（Ａ：配置）を受けている場合　0.6


	認定こども園
	以下のａ～ｎの合計に、定員90人以下の場合は 1.4、定員91人以上の場合は2.2を加え、ｏからｑの合計を減じて得た人数
a 年齢別配置基準による職員数　次の算式により算出する数
｛４歳以上児数×1/30（小数点第２位以下切り捨て）｝＋｛３歳児及び満3歳児数×1/20（同）｝＋｛１，２歳児数（保育認定子どもに限る。）×1/6（同）｝＋｛０歳児数×1/3（同）｝（小数点第１位以下四捨五入）
※１　３歳児配置改善加算を受けている場合
｛３歳児及び満３歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児及び満３歳児数×1/15（同）｝に置き換えて算出
※２　満３歳児対応加配加算を受けている場合
ⅰ）３歳児配置改善加算を受けていない場合 
｛３歳児及び満３歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児数（満３歳児を除く）×1/20（同）｝＋｛満３歳児数×1/6（同）｝に置き換えて算出
ⅱ）３歳児配置改善加算を受けている場合 
｛３歳児及び満３歳児数×1/20（同）｝を｛３歳児数（満３歳児を除く）×1/15（同）｝＋｛満３歳児数×1/6（同）｝に置き換えて算出
b 休けい保育士　2・3号定員90人以下は1、91人 以上は0.8
c 調理員　2・3号定員40人以下は1、41～150人は2、151人以上の場合は3
d 保育標準時間認定の子どもがいる場合　1.4
e 学級編制調整加配加算を受けている場合　1
f 講師配置加算を受けている場合　0.8
g チーム保育加配加算を受けている場合　算定上の加配人数 
h 通園送迎加算を受けている場合　１号定員150 人以下は 0.8、151人以上は1.5
i 給食実施加算（自園調理に限る。令和２年度に限り、外部搬入を含む。）を受けている場合　１号定員150 人以下の場合は2（外部搬入は1）、151人以上の場合は3（外部搬入は1.5）
 j 休日保育加算を受けている場合　0.5
k 事務職員配置加算を受けている場合　0.8
l 指導充実加配加算を受けている場合　0.8
m 事務負担対応加配加算を受けている場合　0.8
n 栄養管理加算（Ａ：配置）を受けている場合　0.6
o 副園長・教頭配置加算を受けている場合　1
p 主幹保育教諭等の専任化により子育て支援の取り組みを実施していない場合であって代替保育教諭等を配置していない場合　配置していない人数（必要代替保育教諭等数-配置代替保育教諭等数）
q 年齢別配置基準を下回る場合　下回る人数（必要保育教諭等数－配置保育教諭等数）


	小規模保育事業（Ａ型又はＢ型）及び

事業所内保育事業（定員（小規模保育事業Ａ型又はＢ型の基準が適用されるもの））
	以下のａ～ｄの合計に1.3を加え、ｅを減じて得た人数
a 年齢別配置基準による職員数　次の算式により算出する数
｛１，２歳児数×1/6（小数点第２位以下切り捨て）｝＋｛０歳児数（同）×1/3（同）｝＋１（小数点第１位以下四捨五入）※　障害児保育加算を受けている場合　次の算式により算出

された数
｛１，２歳児数（障害児を除く）×1/6（小数第２位以下切り捨て）｝＋｛０歳児数（同）×1/3（同）｝＋｛障害児数×1/2（同）｝＋１（小数点第１位以下四捨五入）
b 保育標準時間認定の子どもがいる場合  0.4
c 休日保育加算を受けている場合  0.5
d 栄養管理加算（Ａ：配置）を受けている場合　0.6
e 食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による減算を受けている場合  1

	小規模保育事業所（Ｃ型）
	以下のａ～ｃの合計に1.6を加え、ｄを減じて得た人数
a 年齢別配置基準による職員数　次の割合により算出する数
利用子ども３人（家庭的保育補助者を配置する場合は５人）につき１人（小数点第１位以下四捨五入）
※　障害児保育加算を受けている場合　次の算式により算出された数
｛利用子ども数（障害児を除く）×1/5（小数点第２位以下切り捨て）｝＋｛障害児数×1/2（同）｝（小数点第１位以下四捨五入）
b 保育標準時間認定の児童がいる場合　0.4 
c 栄養管理加算（Ａ：配置）を受けている場合　0.6

d 食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による減算を受けている場合　1

	事業所内保育事業所（20 人以上）
	以下のａ～ｄの合計に、定員40人以下の場合は 1.5、41人～90人の場合は2.5を加え、ｅを減じて得た人数 
a 年齢別配置基準による職員数
｛１，２歳児数×1/6（同）｝＋｛０歳児数×1/3（同）｝（小数点第１位以下四捨五入）
※　障害児保育加算を受けている場合
｛１，２歳児数（障害児を除く）×1/6（小数点第２位以下切り捨て）｝＋｛０歳児数（同）×1/3（同）｝＋｛障害児数×1/2（同）｝（小数点第１位以下四捨五入）
b 保育標準時間認定の子どもがいる場合  1.4 
c 休日保育加算を受けている場合  0.5
d 栄養管理加算（Ａ：配置）を受けている場合　0.5
e 食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による減算を受けている場合　定員40人以下の場合は1、41人以上の場合は2


◆加算の要件
１　次に掲げる要件を満たす賃金改善を実施する計画を策定していること。
　ア　次に掲げる事由（以下「加算Ⅱ新規事由」という。）がある場合は、賃金改善等見込総額が特定加算見込額（加算Ⅱ新規事由に係る額）以上であること。
　　①前年度に加算の適用を受けており、加算見込額の算定に用いる単価又は算定対象人数（人数Ａ、人数Ｂ）が公定価格の改定により前年度に比して増加する場合
　　　　　②新たに加算の適用を受けようとする場合

　　※　賃金改善等見込総額とは、次の算式により算定する事業主負担増加見込総額を含めた職員の賃金改善見込額のことです。
「加算前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額÷加算前年度における賃金の総額×加算当年度の賃金改善実績額」（千円未満切り捨て）
　　※　①の事由は、制度改正による次の場合に限られ、令和３年度においてはありません。

・副主任保育士等の改善額「４万円」、職務分野別リーダー等の改善額「５千円」が増額改定された場合

・人数Ａ及び人数Ｂの算定の際、基礎職員数に乗じる割合そのもの（それぞれ１／３、１／５）が増加された場合
児童数の増加や取得する加算の増加によって、人数Ａ・Ｂ：「7・4」が「8・5」になる場合などは新規事由にはあたりません。

　イ　加算Ⅱ新規事由がない場合は、加算対象職員に係る支払賃金（役職手当、職務手当など職位、職責又は職務内容等に応じて毎月支払われる手当又は基本給に限り、加算前年度に係る加算残額の支払を除く。）が前年度の賃金水準に加算当年度の公定価格における人件費の改定分を加えた額を下回っておらず、かつ、加算Ⅱに係る賃金改善見込額（法定福利費等の事業主負担分を含む。）が加算見込額を下回っていないこと。
　　※　公定価格における人件費の改定分とは、国家公務員の給与改定に伴う公定価格における人件費の改定分による賃金改善のうち、加算Ⅱ対象職員に係る部分を合算した額です。
２　賃金改善の対象職員について、職位の発令や職務命令が行われていること。
※　家庭的保育事業所及び居宅訪問型保育事業所施設・事業所を除きます。
※　４月から施設・事業所において実態として職務に応じた職員体制が整備されている場合には、４月に遡及して認定を受け、支給することが可能です。

３　職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要件及びこれに応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）を定め、全ての職員に周知していること。

４　賃金改善の具体的内容について、別紙様式６「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ）」を作成し、職員に対して当該計画の内容について周知を行うこと。

５　年度終了後速やかに、市町に対して別紙様式７「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ）」を提出すること。

６　加算実績額と賃金改善の実施に要した費用の総額を比較して差額が生じた場合は、翌年度において、その全額を当該年度の加算対象職員の賃金改善に充てること。
７　当該加算に係る賃金改善に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を実績報告後５年間保管しておかなければならないこと。

◆賃金改善の内容（加算の要件のうち、配分のあり方に関すること）

１　賃金改善の対象とできる職員

　ア　副主任保育士等（加算Ⅱ－①、人数Ａ）

　　(ｱ) 職位

　　　①幼稚園の場合

　　　　中核リーダー、専門リーダー又はこれらに相当する職位

　　　②保育所及び地域型保育事業所の場合

　　　　副主任保育士、専門リーダー又はこれらに相当する職位

　　　③認定こども園の場合

　　　　上記①及び②に相当する職位　副主幹保育教諭や、専門リーダー等
　　(ｲ) 経験年数

　　　　概ね７年以上の経験年数を有すること。

　　　　ただし、家庭的保育事業所及び居宅訪問型保育事業所以外の施設・事業所においては、施設・事業所の職員の構成・状況を踏まえ、施設・事業所の判断で柔軟な対応が可能です。
家庭的保育事業所及び居宅訪問型保育事業所にあっては、７年以上の経験年数を有することが必要です。

　　(ｳ) 研修要件等

　　　　国が別に定める研修を修了していること。
　　　　【研修に係る要件について】
　　　　令和3年6月18日に行われた第57回子ども・子育て会議において、研修に係る要件については、令和４年度までの間は適用を猶予し、令和５年度以降、段階的に研修終了数を引き上げ、令和８年度を目途に、４分野（もしくは６０時間以上）必須化の完全実施を検討されています。

　イ　職務分野別リーダー等（加算Ⅱ－②、人数Ｂ）

　　(ｱ) 職位

　　　①幼稚園の場合

　　　　若手リーダー又はこれらに相当する職位

　　　②保育所及び地域型保育事業所の場合

　　　　職務分野別リーダー又はこれらに相当する職位

　　　③認定こども園の場合

　　　　上記①及び②に相当する職位

　　(ｲ) 経験年数

　　　　概ね３年以上の経験年数を有すること。

　　　　ただし、家庭的保育事業所及び居宅訪問型保育事業所以外の施設・事業所においては、施設・事業所の職員の構成・状況を踏まえ、施設・事業所の判断で柔軟な対応が可能ですが、家庭的保育事業所及び居宅訪問型保育事業所にあっては、３年以上の経験年数を有することが必要です。

　　(ｳ) 研修要件等

　　　　「乳児保育」「幼児教育」「障害児保育」「食育・アレルギー」「保健衛生・ 安全対策」「保護者支援・子育て支援」のいずれかの分野（幼稚園及び認定こども園における若手リーダー又はこれに相当する職位については、これに準ずる分野や園運営に関する連絡調整等）を担当するとともに、国が別に定める研修を修了していること。

　　　【研修に係る要件について】
　　　　令和3年6月18日に行われた第57回子ども・子育て会議において、研修に係る要件については、令和５年度までの間は適用を猶予し、令和６年度以降、１分野（もしくは１５時間以上）必須化の完全実施を検討されています。
　ウ　その他（加算額の計算上は含まれないが、配分可能な者）

　　・看護師や調理員、栄養士、事務職員等（非常勤を含む。）
　　・主任保育士や主幹教諭に相当する職種、幼稚園の副園長・教頭など

　※　これらの者についても、研修に係る要件については、上記ア及びイの要件に従います。ただし、主任保育士等については、研修要件を満たしているものとして取り扱って差し支えありません。

エ　注意事項

　　(ｱ) 施設長については、配分することはできません。

　　(ｲ) 役職の名称はあくまでも例示であり、各施設・事業所における業務実態等を踏まえ、これら以外の名称を使用することも可能です。

　　(ｳ) 既に園内でこれらに相当する役職が設定されている場合、そのまま対象とすることも可能です。

　　(ｴ) 職務分野別リーダー等については、原則として、「乳児保育」「幼児教育」「障害児保育」「食育・アレルギー」保健衛生・ 安全対策」「保護者支援・子育て支援」のいずれかの分野を担当することが必要です。
　　(ｵ) 延長保育事業や、併設されている放課後児童クラブなど、通常保育とは別の事業に専従する職員や、幼稚園における預かり保育の専任担当者等については、当該加算による処遇改善の対象にはできません。
 　 (ｶ) 公定価格上措置されていない職員（地方単独事業による加配職員や、園が独自に配置している職員）については、通常の教育・保育に従事する職員であれば、加算及び配分の対象とすることができます。

　　(ｷ) 事務職員等についても、令和６年度以降は保育士等と同様に研修要件が課される可能性が高いことから、それらも踏まえた配分等を検討してください。
２　賃金改善の内容

　ア　副主任保育士等・・・原則として月額４万円
ただし、施設・事業所における職員の経験年数・技能及び給与実態等を踏まえ、施設・事業所が必要と認める場合には、月額４万円の改善を行う者を１人以上確保した上で、その他の技能・経験を有する職員について月額５千円以上４万円未満の改善額とすることが可能です。
※　その他の技能・経験を有する職員は、施設長以外の管理職（幼稚園等の副園長、教頭及び主幹教諭並びに保育所等の主任保育士をいう。）、副主任保育士等及び職務分野別リーダー等に限ります。
　　　　なお、園長以外の管理職については、副主任保育士等の賃金とのバランス等を踏まえて必要な場合に限って処遇改善を行うことが可能です。

　イ　職務分野別リーダー等・・・原則として月額５千円
ただし、副主任保育士等に係る加算額からの配分を行う場合は、月額５千円以上とすることが可能ですが、その場合は、副主任保育士等に係る賃金改善額のうち最も低い額を超えないこと。また、月額５千円を下回ることはできません。
　　　ウ　注意事項

　　　　(ｱ) 対象人数を絞った上で「月額４万円」「月額５千円」を超える賃金改善を行うことはできません。
　　　　(ｲ) 副主任保育士等の人数は、必ず１人以上（ただし、２分の１を乗じて得た人数が１人未満となる場合は、確保することを要しません。）、職務分野別リーダー等の人数は、必ず「人数Ｂ」以上とすることが必要です。
　　　　(ｳ) 主任保育士や主幹教諭に相当する職種、幼稚園の副園長・教頭については、今回の処遇改善の主たる対象としていませんが、各施設における給与水準のバランス等を踏まえて、必要な場合には、これらの職種についても月額５千円以上４万円未満の範囲の賃金改善を行うことが可能です。
　　　　(ｴ) 職位、職責、職務内容等に応じた賃金体系となっていれば、職務分野別リーダー等の間で賃金改善額が異なっても差し支えありません。
　　　　(ｵ) 賃金改善の方法や改善額及び改善を行う職員の範囲は、要件を満たす範囲で、施設・事業所の実情に応じて決めることができます。

　　　　(ｶ) 賃金改善の対象職員が、計画時には想定していなかった事情により休業となった場合については、代理の職員の発令等を行ったうえで賃金改善を行うことが基本となりますが、休業となった時期等を考慮し、代理の職員の発令等が難しい場合には、代理の職員の発令等は行わず、施設職員の賃金改善に充てていただければ問題ありません。その際、対象者・改善額・改善方法については、施設において自由に行うことが可能です。
３　賃金改善の方法等

　ア　賃金改善は、役職手当、職務手当など職位、職責、職務内容等に応じて、決まって毎月支払われる手当又は基本給により行われるものであること。
　イ　この賃金改善の実施のために、当該賃金改善を行う給与の項目以外の給与水準を低下させてはならないこと。
（ただし、業績に応じて変動することとされている賞与等が当該要因により変動した場合についてはこの限りではない。）
　　　ウ　注意事項

　　　　(ｱ) 賃金改善については、必ずしも新たな手当を創設して対応する必要はなく、既存の手当を増額する方法で行うことも可能です。
　　　　(ｲ) 賃金改善は月額で確実に行う必要があるため、各月で変動する超過勤務手当の処遇改善に伴う増加分や連動して引き上がった賞与分については、賃金改善（見込）額には含められません。
　　　　(ｳ) 月額での賃金改善を確実に行うため、勤務内容や賃金体系等を記載した給与規定等を改正し、全ての職員に周知する必要があります。
　　　　　　なお、給与規定の改正については、理事会での承認等、適正な手続をとってください。

４　法定福利費等の取扱いについて

　　　ア　法定福利費等の事業主負増加額の範囲
　　　　　健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、児童手当拠出金、雇用保険料、労災保険料等における、処遇改善による賃金上昇分に応じた事業主負担増加分、法人事業税における処遇改善による賃金上昇分に応じた外形標準課税の付加価値額増加分、退職手当共済制度等における掛金等が増加する場合の増加分が含まれます。
　　　イ　法定福利費等の事業主負担増加額の計算方法
法定福利費の算定については、次の計算式により算定してください。

「加算前年度における法定福利費等の事業主負担分の総額÷加算前年度における賃金の総額×加算当年度の賃金改善実績額」
上記以外の方法による算定も可能ですが、その場合は算定の考え方について説明できることが必要です。

　　　ウ　法定福利費等の事業主負担増加額がない又は少ないことによる差額の取扱い
　　　　　法定福利費等の事業主負担増加額がない又は少ないことにより、賃金改善総額が加算（見込）額を下回る場合の差額については、施設職員の賃金改善に確実に充ててください。
　　　　　その場合の対象者・改善額・改善方法については、施設の事情に応じて自由に行うことが可能です（発令を行っていない職員に配分することや一時金により支払うこと、翌年度の賃金改善に充てることも含みます。）。
　　　　　ただし、その場合には法定福利費等の差額調整であることを賃金改善計画書等に記載することが必要です。
　　　　　なお、事業主負担額の影響により前年度残額を生じている場合には、その実績も加味し、計画当初から原則額を上回る賃金の改善額を設定することが望ましいです。
５　同一の事業者が運営する施設・事業所間での配分（令和４年度までの間の特例）
　　　ア　他施設・事業者への配分が可能な額
　　　　　各園における加算見込額の20％（10円未満の端数切捨て）の範囲内

　　　　※　受入れ側施設における受入額が、当該施設の加算見込額の20％を超えることは差し支えありません。
　　　イ　施設・事業者間での配分を行った場合の要件

賃金改善見込額に他施設・事業所への配分額（拠出見込額）を加えた額が、加算見込額に他施設・事業者から配分を受ける額（受入見込額）を加えた額以上であることが必要です。
（賃金改善見込額＋他園への拠出見込額 ≧ 加算見込額＋他園からの受入見込額）
　　　ウ　他施設・事業者への配分及び他施設・事業者からの受入れを行った場合であっても、当該園における「人数Ａ」は１人以上（１／２を乗じて得た人数が１人未満の場合は不要。）について、月額４万円の賃金改善を行うことが必要です。
◆実施のための手続き


Ⅴ　加算Ⅱに係る申請書類の記入上の留意点

　　　加算Ⅱに係る申請書類は、次のとおりです。

　　①別紙様式３「加算算定対象人数等申請書（処遇改善等加算Ⅱ）」
　　②「平均年齢別児童数計算表」

各月平均の児童数の年齢別児童数を採用した場合のみ必要

　　③「経験年数」の根拠となる書類

家庭的保育事業及び居宅訪問型保育事業の場合のみ必要、「加算率等認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）」を提出済みの場合は提出不要

　　④「処遇改善等加算Ⅱ　加算対象職員数計算表」

「加算対象人数の基礎となる職員数」の算出方法を示した書類

　　⑤別紙様式６「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ）」
　　⑥別紙様式６別添１「（４）副主任保育士等に係る賃金改善について（内訳）」

「（５）職務分野別リーダー等に係る賃金改善について（内訳）」
　　⑦別紙様式６別添２「同一事業者内における拠出見込額・受入見込額一覧表」

　　　　同一事業者内での配分を行わない場合は不要

　　⑧加算対象職員に対する発令状況等を確認できる書類

　　　　辞令の写し、役職付きの名簿又は園内の業務分担表等
◆別紙様式３　加算算定対象人数等認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ）

１　加算の要件について

　　当該年度について、職員の職位、職責又は職務内容に応じた勤務条件等の要件及びこれに応じた賃金体系を定め、全ての職員に周知しており、加算Ⅱによる賃金改善を行う場合は「○」を選択してください。

２　②年齢別児童数について

次のいずれかを採用して記入してください。満３歳児の人数の記入は、幼稚園及び認定こども園のみ記入してください。
　ア　令和３年４月時点の年齢別児童数

　イ　前年実績による令和３年度各月平均の年齢別児童数見込み

　　　ただし、イの場合で、前年度実績に基づく見込みが実態と大きく乖離する場合（面積基準を下回る場合を含む。）には、市町と相談の上、当該増減の見込みを勘案して各月平均の年齢別児童数を算定できます。
　　　なお、各月平均の年齢別児童数を採用する場合、「平均年齢別児童数計算表」を提出してください。

　　　新設園の場合については、当該年度４月時点の年齢別児童数を用いることが原則となり、特別な事情により当該年度途中に児童数が大きく増減することが見通せている場合には、個別に施設と市町村が相談のうえ、年度途中の増減の見込みを勘案して「各月平均の年齢別児童数」を算定してください。
　　※　年齢別児童数の考え方

　　　・当該年度４月時点の年齢別児童数

令和３年４月の初日の利用子ども数

　　　・各月平均の年齢別児童数

令和２年５月から令和３年３月までの初日の利用の子ども数について、令和２年４月時点からの増減率を算出、この増減率を令和３年４月の初日の利用子ども数に乗じて、各月利用の子ども数を算定、その合計を12で除して算出した数
３　③各種加算の適用状況

各加算の当該年度４月時点における適用状況を基に、加算を受けている場合は「有」を、受けていない場合は「無」を選択してください。

４　⑤加算対象人数の基礎となる職員数、⑥加算対象人数

「処遇改善等加算Ⅱ　加算対象職員数計算表」にて算定された人数を記入してください。

　※　算定された加算対象人数と異なる人数による認定申請はできません。

　　例）算定された対象人数は10人であるが、５人分のみ申請する等

◆平均年齢別児童数計算表

１　「加算算定対象人数等認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ）」の「②年齢別児童数」の算定において、各月平均の年齢別児童数を採用した場合のみ提出が必要です。

２　黄緑セルが記入項目です。黄色・グレー・オレンジセルは自動計算されますので、記入しないでください。

　　「（２）前年実績による令和３年度見込み年齢別平均児童数」において、令和３年度４月～７月の利用児童数を記入すると「（１）令和２年度実績」で試算した年間伸び率に従い、令和３年度の利用児童数（試算値）が算定されますので、「平均児童数」を使用してください。

なお、各月の年齢別児童数が利用定員を超える場合、年齢別児童数に対応した面積基準を満たしていることが前提です。

３　当該年度途中において利用定員数を増減させる計画がある場合や、前年度の特殊事情（災害による人口流入等）による増減があった場合など、当該年度の年齢別児童数の増減見込みが実態と大きく乖離する場合には、個別に施設と市町が相談の上、当該増減の見込みを勘案して「各月平均の年齢別児童数」を算定することが可能です（ただし、市町が適正と確認することが必要です。）。この場合は、「（３）前年度実績による見込みによりがたい場合の年齢別平均児童数」に児童見込数を記入の上、直下の理由欄に前年度実績による見込みによりがたい理由を記入してください。

◆処遇改善等加算Ⅱ　加算対象職員数計算表

１　緑色セルは記入項目、オレンジセルは選択項目です。黄色セルは自動計算されます。

２　年齢別児童数は、「加算算定対象人数等認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ）」の「②年齢別児童数」を記入してください。

３　算出された「加算対象人数の基礎となる職員数」及び「加算対象職員数」を、「加算算定対象人数等認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ）」の該当箇所に記入してください。

　　なお、分園がある場合の「加算対象人数の基礎となる職員数」は、本園分と分園分を合わせた人数を記入してください。
◆賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ）　【別紙様式６、別添１、別添２】
１　（１）賃金改善について

ア　①加算Ⅱ新規事由

　　　次に掲げる事由がある場合は「あり」を、ない場合は「なし」を選択してください。

　　(ｱ) 前年度に加算の適用を受けており、加算見込額の算定に用いる単価又は算定対象人数（人数Ａ、人数Ｂ）が公定価格の改定により前年度に比して増加する場合
　　(ｲ) 新たに加算の適用を受けようとする場合
イ　②加算見込額（p.13参照）
　　　加算見込額は、次の(ｱ)及び(ｲ)の合計額です。

　　(ｱ) 副主任保育士等
公定価格告示別表第二、第三において
処遇改善等加算Ⅱ－①に規定する額×実施月数×人数Ａ
　　(ｲ) 職務分野別リーダー等
公定価格告示別表第二、第三において
処遇改善等加算Ⅱ－②に規定する額×実施月数×人数Ｂ

　　※　それぞれについて、千円未満の端数は切捨て。（ア）（イ）それぞれ、端数処理をしてから合計してください。
ウ　③特定加算見込額

　　　加算Ⅱ新規事由がある場合のみ、記入してください。

２　（２）賃金改善等見込総額

ア　③支払賃金

　　加算対象職員に係る支払賃金（役職手当、職務手当など職位、職責又は職務内容等に応じて決まって毎月支払われる手当又は基本給に限ります。）を記入してください。

イ　⑤起点賃金水準

　　起点賃金水準とは、基準年度の賃金水準（当該年度に係る加算残額を含みます。役職手当、職務手当など職位、職責又は職務内容等に応じて決まって毎月支払われる手当又は基本給に限り、基準年度の前年度に係る加算残額の支払は除きます。）に、基準翌年度から加算当年度までの公定価格における人件費の改定分による賃金改善額を合算した水準です。加算対象職員に係る基準年度の賃金水準を⑥に、人件費改定分による賃金改善額のうち、加算対象職員に係る部分を⑦に記入してください。

　　なお、基準年度は、次のとおりです。
(ｱ) 加算Ⅱ新規事由がある場合で、上記１ア(ｱ)の場合は、原則、加算前年度

(ｲ) 加算Ⅱ新規事由がある場合で、上記１ア(ｲ)の場合で、加算前年度に加算Ⅱの適用を受けておらず、それ以前に適用を受けたことがある場合は、加算Ⅱの適用を受けた前年度

(ｳ) 加算Ⅱ新規事由がある場合で、上記１ア(ｲ)の場合で、初めて加算Ⅱの適用を受けようとする場合は、加算前年度

(ｴ) 加算Ⅱ新規事由がない場合は、加算前年度

３　※確認欄

加算Ⅱ新規事由がある場合は、賃金改善等見込総額が特定加算見込額（加算Ⅱ新規事由に係る額）以上であることが加算の要件です（Ｂ≧Ａ）。
加算Ⅱ新規事由がない場合は、加算対象職員に係る支払賃金が前年度の賃金水準を下回っておらず（Ｂ≧Ａ）、かつ、加算Ⅱに係る賃金改善等見込総額（法定福利費等の事業主負担分を含む。）が加算見込額を下回っていないこと（Ｄ≧Ｃ）が加算の要件です。
なお、施設・事業所間で加算額の一部の配分を調整する場合は、それぞれ受入（拠出）見込額が基準年度の受入（拠出）実績額を上回る（下回る）ときはその差額を、初めて受入（拠出）するときは受入（拠出）見込額の全額を加え（減じ）ます。

４　（４）副主任保育士等に係る賃金改善について（内訳）及び（５）職務分野別リーダー等に係る賃金改善について（内訳）　【別紙様式６別添１】

　　副主任保育士等及び職務分野別リーダー等それぞれについて作成してください。

　　賃金改善額には、加算Ⅰにかかる改善額は含めないでください。
　　（４）③と（５）③を合算した額を、※確認欄＜加算Ⅱ新規事由がない場合＞のＤに記入してください。

（参考）賃金改善額の配分イメージ（法定福利費等の事業主負担額を除く）

【例】「人数Ａ」・・・５人、「人数Ｂ」・・・３人

加算見込額（法定福利費等除く）・・・215,000円／月　の園の場合


↓　　　　　　↓





＜各施設・事業所での計画策定等＞


○　賃金改善を実施する計画を策定


　　① 副主任保育士等、専門分野別リーダー等の発令、職務命令


　　② 基準年度の給与水準に対して賃金改善


　　　※　役職手当、職務手当など職位、職責、職務内容等に応じて、決まって毎月支払われる手当又は基本給により行われるものであること。


○　職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要件及びこれに応じた賃金体系を記載した給与規定等を改正し、全ての職員に周知


○　賃金改善の具体的内容について、職員に周知





＜加算認定申請＞


【各施設・事業者】


○　申請書類を作成


　　　　　　↓　各市町へ提出


【市町及び県】


○　各施設・事業所から提出のあった申請書の内容を審査、認定








＜賃金改善の実施・実績報告＞


○　策定した計画に沿って賃金改善を実施


※　認定までの期間の対応については、各市町とご相談ください。


○　当該年度における加算実績額と賃金改善の実施に要した費用の総額を比較して、差額が生じた場合については、翌年度において、その全額を当該年度の加算対象職員の賃金改善に充てること


○　年度終了後に実績報告を作成して市町へ提出


○　本加算による賃金改善に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を実績報告後５年間保管





＜パターン１＞


原則どおり月額４万円又は月額５千円の賃金改善により実施





★　保育士Ａ～Ｆには月額４万円の賃金改善、Ｇ～Ｋには月額５千円の賃金改善


・保育士Ａ�
（経験年数15年�
：副主任保育士を発令）�
…40,000 円�
�
・保育士Ｂ�
（経験年数12年�
：専門リーダーを発令）�
…40,000 円�
�
・保育士Ｃ�
（経験年数10年�
：専門リーダーを発令）�
…40,000 円�
�
・保育士Ｄ�
（経験年数８年�
：専門リーダーを発令）�
…40,000 円�
�
・保育士Ｅ�
（経験年数６年�
：専門リーダーを発令）�
…40,000 円�
�



・保育士Ｆ�
（経験年数５年�
：職務分野別リーダー（乳児保育）を発令）�
…5,000 円�
�
・保育士Ｇ�
（経験年数４年�
：職務分野別リーダー（障害児保育）を発令）�
…5,000 円�
�
・保育士Ｈ�
（経験年数３年�
：職務分野別リーダー（保護者支援）を発令）�
…5,000 円�
�



配分額合計・・・215,000円





＜パターン２＞


月額４万円の配分については、各園の判断で、その他の職員(園長及び職務分野別リーダー等を除く)にも配分。ただし、月額４万円の賃金改善を行う職員を、１人以上は確保。





★　保育士Ａ、Ｂには月額４万円の賃金改善（５人のうち１人以上は４万円の改善を確保）、Ｃ～Ｇには月額２～３万円の賃金改善、Ｈ～Ｊには月額５千円の賃金改善


・保育士Ａ�
（経験年数15年�
：副主任保育士を発令）�
…40,000 円�
�
・保育士Ｂ�
（経験年数12年�
：専門リーダーを発令）�
…40,000 円�
�
・保育士Ｃ�
（経験年数10年�
：専門リーダーを発令）�
…30,000 円�
�
・保育士Ｄ�
（経験年数９年�
：専門リーダーを発令）�
…30,000 円�
�
・保育士Ｅ�
（経験年数８年�
：専門リーダーを発令）�
…20,000 円�
�
・保育士Ｆ�
（経験年数７年�
：専門リーダーを発令）�
…20,000 円�
�
・保育士Ｇ�
（経験年数６年�
：専門リーダーを発令）�
…20,000 円�
�



・保育士Ｈ�
（経験年数５年�
：職務分野別リーダー（乳児保育）を発令）�
…5,000 円�
�
・保育士Ｉ�
（経験年数４年�
：職務分野別リーダー（障害児保育）を発令）�
…5,000 円�
�
・保育士Ｊ�
（経験年数３年�
：職務分野別リーダー（保護者支援）を発令）�
…5,000 円�
�



配分額合計・・・215,000円
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